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研究成果の概要（和文）：本研究では、住開発の国際 NGOであるハビタット・フォー・ヒュー
マニティ・インターナショナル（以下、HFHI）のアジア太平洋地域での活動を例にとって、多
国展開を進める NGOの戦略を検討し、NGOの志向性がグローバル化のなかでどのように変化
しているかを分析した。2000年代中盤以降、HFHIは地元の NGOを活動主体とした分権型の組
織体制を見直し、ナショナル・オフィスを中心とする集権型のモデルを導入し始めている。こ

の転換の背景には、効率化／合理化を図って、活動範囲の拡大と団体の存続性を求める NGO
のあり方がある。グローバルな規模で市民社会レジームが台頭するなか、現代の NGO は従来
からの「社会運動体」としての役割を超えて、「組織」として持続的に成長していく道を模索し

ている。 
  

研究成果の概要（英文）：Socio-political positioning of non-governmental organizations (NGOs) has 

been changed amid the rise of a civil society regime on a global scale. Based on the research on the 

Habitat for Humanity International (HFHI), this study investigates the rationales of NGOs’ 

transnationalization strategies particularly in the Asia-Pacific region. With an aim to increase efficiency 

and effectiveness of its development activities, the HFHI has introduced a renewed centralized structure 

since the mid-2000’s. This shift can be explained by the HFHI’s attempt to improve its sustainability and 

viability. Outcomes of this study indicate that, apart from their traditional roles as a social movement 

organization, NGOs in this contemporary globalized era are striving to realize their continued growth as 

an entity.   
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１．研究開始当初の背景 
研究代表者は、研究キャリアをスタートし

て以来、一貫して、東南アジア地域のメトロ

ポリスにおける、貧困層への住開発を研究し

てきた。とりわけ関心を抱いたのは、この近

年進んでいる新自由主義――規制緩和や民

営化にともなう公共部門の縮小――のなか、

NGO や住民運動が主体となって実践される開

発プログラムの可能性と限界についての研

究調査であった。 

 周知のとおり、第 2次大戦以降、東南アジ

アの国々は、権威主義的／中央集権的な政治

体制の主導のもと、メトロポリスにヒト・モ

ノ・カネを集中させて国力の発展をはかって

きた。だが、それは、メトロポリスのスラム

に貧困層を集積させる結果を招いた。こうし

た事態を打開するべく、行政・国際機関は、

公営住宅の建設などによってスラムの改善

を試みたが、それはかえって、スラムの空間

的・経済的秩序を壊すことにつながり、住民

たちの生活する力を失わせた。 

 こうした困難さを解決するため、1980 年代

以降、政府主導によるトップダウン型を補完

するかたちで、草の根レベルから提示される

ボトムアップ型と呼ばれる開発アプローチ

が注目を浴びるようになり、「市民参加」

（citizen participation）や「エンパワー

メント」(empowerment)という概念が政策決

定の表舞台で叫ばれるようになった。 

住開発のボトムアップ型アプローチは、

1970 年代から様々な国際機関によって提唱

されてきた。しかし、研究代表者が考えるそ

の現代的特徴は、①国際 NGO が地域コミュニ

ティと積極的に協働し、住民の生活世界を基

盤とした開発プログラムを示していること、

②新自由主義が拡がるなか、政府が NGO を重

要なパートナーとして、開発計画の策定・実

施プロセスに参入させていること、である。

つまり、行政組織が国際 NGO というグローバ

ルな運動体を取り込んでいくことで、みずか

らの開発政策の正当性を獲得していくとい

う、新たなグローバル化とローカル化の契機

が、1980 年代以降のアジア地域で発見される

のである。 

研究代表者は、バンコク（タイ）とマニラ

（フィリピン）をフィールドとして、NGO が

取り組んできたボトムアップ型のアプロー

チに注目し、市民セクターが一翼を担う新た

しいガバナンスのあり方を実証的に解き明

かし、開発計画の策定・実施プロセスにおけ

るアクター間の対立・連携を分析してきた。 

 しかし、いままでの研究代表者の研究は、

NGO のプレゼンスの高まりを強調してしたも

のの、いかにして NGO が国境を越えたレベル

で市民社会レジームを拡大させているのか、

という分析点を熟考してこなかった。しかし、

こうした問題を読み解くことは、主権国家の

ゆらぎというグローバル化のなかで、市民社

会の位置づけに関する非常に重要な問いを

発していると考える。 

 

２．研究の目的 

アジア地域では、1980 年代以降、権威主義

的な政治体制がくずれ、民主化が大きく進ん

だ。それにともなって、同地域における開発

計画は、それまでの中央政府による一元的な

決定プロセスから、NGO・住民組織などの市

民セクター、および国際連合・世界銀行・ア

ジア開発銀行などの国際機関が関わる、多元

的な決定プロセスへと、大きな変化を見せる

ことになった。 

こうした変化のなかで、その存在感を高め

たのが NGO であった。一部の開発系 NGO は、

1970～80 年代におけるグローバルな規模で

の民主化の動きのなか、急速にグローバル化

を進めた。この時期の NGO のグローバル化の

特徴は、「市民参加」や「エンパワーメント」

という概念を用いることで、現地の住民組織

と積極的に連携をとり、途上国の政策に深く

関わるようになった点にある。 

本研究は、住開発の国際 NGO であるハビタ

ット・フォー・ヒューマニティ・インターナ

ショナル（以下、HFHI）のアジア太平洋地域

での活動を例にとって、多国展開を進める



NGO の戦略―組織・管理体制や開発モデルの

変化―を検討し、NGO の志向性がグローバル

化のなかでどのように変化しているか、この

点を実証的・理論的に分析することを目的と

している。 

 
３．研究の方法 
本研究は、①調査対象機関への半構造的イ

ンタビュー調査と②関係書物・資料の文献調

査をもとに進められた。 
本研究の根幹を成す半構造的インタビュ

ーは、主に二つの層で実施された。それらの

二層とは、アジア太平洋地域の統括オフィス

（図 1のレベル II）と同地域における主要プ

ロジェクト国のナショナル・オフィス（図 1

のレベル III）である。 

一層目のアジア太平洋地域統括オフィス

では、組織管理・コミュニケーション・プロ

グラムデザイン・経理・人事のマネージャー

らを対象としてインタビューを複数回おこ

ない、アジア地域内における意思決定メカニ

ズム、リソース（ヒト・カネ・モノなど）の

流れ・管理、具体的な計画・実施プロセスな

どを考察した。 

二層目のインタビューは、アジアの主要プ

ロジェクト国（タイ、フィリピン、マレーシ

ア）のナショナル・オフィスで実施された。

この調査では、各事務局長や理事会メンバー、

現地スタッフへのインタビューをおこない、

（1）上部機構（国際本部と地域統括部）と

の関係性や、（2）海外の国際 NGO が各プロジ

ェクト国でいかにして正統性を獲得してい

るのかを分析した。 

また、各国での開発プログラムを実際に視

察し、末端組織であるローカル・オフィス（図

1のレベル IV）でも調査をおこなうことによ

って、上部機構の決定が現場でどのように理

解されているかを検討した。 

「実践」と「理論」を有機的に結びつける

研究をおこなうためには、フィールドで得ら

れた知見を理論的に分析する枠組みの提示

が不可欠である。そのため、以上のインタビ

ュー調査に加えて、国際 NGO 全般や HFHI に

関する資料等の収集や、市民社会についての

文献調査に努め、社会学や政治学、都市計画

学などに基づいた学際的なアプローチを用

いて研究をおこなった。 

 

４．研究成果 

アジア太平洋地域統括オフィスでおこな

った半構造的インタビューの結果、HFHI はア

ジア太平洋地域での活動戦略として、組織形

態とプログラム・モデルの転換に取り組んで

いることが明らかになった。2006 年以降、末

端組織のローカル・オフィス―パートナーシ

ップで連携した地元 NGOである場合が多い―

にプロジェクトを実施させる分権型ローカ

ル主導モデル（図 2）が再考され、国の代表

オフィス―ナショナル・オフィス―がすべて

を管理する一国内集権型モデル（図 3）への

転換が起き、それに伴って組織の管理体制も

変化している。 

 
  図 2：分権型ローカル主導モデル 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

HFHI の場合、プロジェクトの実質的なマネ

ジメントは、ローカル・アフィリエイトと呼

ばれるローカル・オフィスに一任されていた。

国際本部によって全世界共通の基本ガイド

ラインが規定されているが、プロジェクトの

施行にかかる細かな業務については、地域ご

とにカスタマイズすることが認められてい

た。しかし、提唱されている新しいモデルで
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図1： HFHIの組織図
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は、ローカル・オフィスに付与してきた権限

をナショナル・オフィスに移管しようとして

いる。確かに、新しいモデルでも、ナショナ

ル・オフィスというある種の「ローカル」な

主体にイニシアチブを残し、いまだに「住民

参加」や「地元のエンパワーメント」をうた

ってはいる。しかしながら、実際には、HFHI

上部組織（図 1 の I と II レベルである本部

および地域統括オフィス）からの直接的なコ

ントロールが増えてきていることが明らか

になっている。 

 

 図 3：一国内集権型モデル 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

新しい集権型モデルが現場でどのように

受け入れられているのかを分析するため、主

要プロジェクト国であるタイ、フィリピン、

マレーシアのナショナル・オフィスでインタ

ビュー調査を実施した。その結果、新しいモ

デル導入の進行具合は、最も能動的に採用し

ているタイから、以前の分権型にこだわるマ

レーシアといったように、国ごとに大きく異

なることがわかった。 

各国の状況を具体的に見ていくと、3か国

のうち、先進事例として挙げられるがタイで

ある。タイでは、2006 年、事務局長などの管

理職に民間企業からの人材を登用して、ナシ

ョナル・オフィスの体制を一新した。新体制

のスタッフは、ローカル・アフィリエイトを

一つ一つ説得しながら、国レベルでの統合を

図っていった。そのオフィス改革が功を奏し

たタイは、他の 2ヶ国に比べて、新モデルへ

の転換とプロジェクト規模の拡大に成功し

たといわれている。 

タイの対極にあるのがマレーシアである。

マレーシアでは、歴史的に根付いてきた連邦

制が「国」という単位でまとめる際のネック

となり、新モデルへの転換が滞ってしまって

いる。とくに、HFHI マレーシアの活動地盤

（ローカル・アフィリエイトの大半）が東マ

レーシアのボルネオ島に位置することから、

クアラルンプールに設立されたナショナ

ル・オフィスとのコミュニケーションが上手

くいかず、両者は対立関係にあるといえる。

その結果、現場では分権型モデルの継続を求

める動きが顕著であり、いまだに「国」と「地

域」レベルでの交渉段階にある。 

フィリピンでは、若干、変則的な形で新モ

デルへの移行が進められている。フィリピン

のモデルは、タイのようにローカル・アフィ

リエイトを廃止していない。これは、フィリ

ピンの NGO 制度と深い関係がある。フィリピ

ンの場合、ローカル・アフィリエイトは法的

に独立した組織として登録されているため、

それらをナショナル・オフィスに統合させる

ことは容易でない。そのため、HFHI フィリピ

ンは、ローカル・アフィリエイトという制度

を残しながらも、国レベルからのコントロー

ルを増やすという、独自の路線を採用してい

る。 

分権型のプログラム・モデルが見直されて

いる背景には、開発の現場から立ち上げられ

た二つの問題点があることがわかった。一つ

目は、選定プロセスの問題である。プロジェ

クトの対象となる住民・コミュニティを選ぶ

際、さまざまなスタンダード／条件を設けて

いるにもかかわらず、実際には、地元の有力

者とつながりがある住民・コミュニティが選

ばれてしまう現状がある。つまり、海外の国

際 NGO とはいえ、ローカル・アフィリエイト

は、地元の社会政治関係のなかに埋め込まれ

ており、公正な選定プロセスを行うことが難

しい。 

二つ目は、プロジェクト規模の問題である。

ローカル・アフィリエイトによるコミュニテ

ィ単位の開発は、小規模に留まりがちである。

マレーシア HFHI の例でいえば、一年間に恩

恵を受けた世帯は国全体で数十しかいなか

った。これは極端な例であるが、ローカル・

住民主導型の住開発をおこなう限り、受益者

はほんの一握りに限定されてしまうのが現

状である。実際、スラム地区の住民にインタ

ビューをしたところ、NGO からのサポートを

受けたり、NGO のプロジェクトに参加するこ

とは、宝くじに当たるようなものだと揶揄し
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ていた。 

これらの問題点が示唆することは、NGO へ

のアクセスを持っているものと持っていな

いものとの間で格差が広がり、貧困層内での

階層化が進んでいることである。つまり、NGO

の介入が「包摂と排除の構造」を強めてしま

う状況が生じている。 

かつての国際 NGO は、「地元住民およびそ

の組織をエンパワーする」ことを目標とし、

地域のアクターを動員して現地のニーズや

コンディションに合った開発モデルを追求

していた。すなわち「ローカル化」が命題と

して掲げられていたのである。しかし、国際

NGO はグローバルな志向を強めていくうち

に、活動の透明性や答責性の向上と、規模の

拡大を重視するようになり、「エンパワーさ

れる住民を増やす」という原理に突き動かさ

れるようになっている。つまり、集権型への

回帰ともいえるプログラム・モデルは、「排

除」部分の縮小と「包摂」部分の拡大を目的

として導入されているのである。 

ここで注記すべきは、NGO が掲げるエンパ

ワーメントの言説が、「量／規模」の伸張に

力点を置くものへと変容していることであ

る。そして、その転換の背景には、日々激化

する NGO 間の生存競争がある。熾烈な競争を

勝ち抜くためには、組織体制・運営の効率化

／合理化を図って活動範囲を広げること、こ

の点が重要な戦略原理として立ち現れてい

るのである。この点に沿って考えると、NGO

は現在、「組織としていかに存続していける

か」という課題に直面しているといえ、HFHI

が進めているプログラム・モデルの転換は、

効率化／合理化を進めることによって、NGO

の組織としての存続力を強化する試みであ

るといえる。 

しかしながら、効率化／合理化を促す傾向

は、「市場原理反対」と「平等」を掲げてき

た NGOの社会的意義を再考する動きへとつな

がっている。グローバルな規模で市民社会レ

ジームが台頭するなか、現代の NGO は、「社

会運動体」なのかと自らの立ち位置を問うモ

ラル・ディレンマを抱えながら、「組織」と

して持続的に成長していけるか、その方法を

模索しているのである。 
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